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読売新間 

金融審議会（首相の諮問機関）は二十五日開いた金融分科会の第一部会で、証券市場の活性化に向け 
た市場監視強化の具体策づくりを始めた。不公正な取引をした企業や投資家などに対し、刑事罰とは別 
に、行政上の罰則として課徴金制度を導入することなどを検討する。 

証券市場の監視機能強化は、政府の『規制改革推進三か年計画」にも盛り込まれており、金融審は今 
年度内に結論を出す。これを受けて金融庁は、早ければ來年度にも証取法などの改正や、証券取引等監 
視委員会の機能強化などを進める。 

現在の証取法は、不公正な取引や不正確な情報開示などをした証券会社や証#取引所に対し、罰金な 
どの刑寧罰や業務改善命令などの行政処分を科すことを認めている。しかし、不公正取引や不正確な情 
報開示をした企業や投資家には、極めて惡質なケースに刑事罰が適用できるだけで、行政処分は行えな 



野村証券の不正取引知る男？ 元課長代理を逮捕詐欺容疑で神奈川県警. 
8 March 1997 

產経新問本社版 


神奈川県警港南署は七日、詐欺容疑で元野村証券課長代理、大小原公隆容疑者（三五）=横浜市磯子 
区岡村二を逮捕した。大小原容疑者は野村証券の常務らによる総会屋の親族企業への利益供与問題につ 
いて、関係者を搜査当局に告発したり、内部告発の手記を発表するなど一速の疑惑の火付け役として知 
られ、退職前に不正な取引に関する同社の内部資料を持ち出していたと指摘する関係者もいる。 

調べによると、大小原容疑者は昨年二月ごろ、横浜市港南区東永谷に住む高校時代の同級生の会社員 
男性（三五）に、「三菱自動車工業の転換社愤が出るので、買ってすぐ売ればもうかる j などとうそを 
言い、現金二百万円をだまし取った疑い。 

この男性が所有していた別の会社の株券二万一千株もだまし取っていた疑いがあり、同署で追及して 
いる。 

大小原容疑者は、平成六年二月に同社を依願退職するまで社内で不正な株取引をチュックする内部管 
理部門の業務管理本部課長代理を務め、親族企業の口座の不自然な株取引を発見、社内で違法性を度々 
指摘したといわれる。 

その後も親族企業の口座では不明朗な株取引が続けられ、大小原容疑者は退職後、同社常務らを証券 
取引法違反罪で東京地検に告発。今年に入ってからも、月刊誌に利益供与の手口を暴露する手記を匿名 
で執絍していた。 



